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１．一般会計

平成２９年度一般会計当初予算額は１３６億３，８００万円で、その後補正増額及び繰越財

源充当され最終予算額は１６６億２，０２９万９千円となりました。

歳入決算額は１６６億８，２６７万９千円、歳出決算額は１６０億５，９０７万５千円、歳

入歳出差引額は６億２，３６０万４千円で、平成３０年度への繰越財源２０８万９千円を差し

引いた実質収支額は６億２，１５１万５千円となりました。

歳入の主なものは、市税が２６億４，４９２万９千円で歳入全体の１５．９％、地方交付税

が６２億７，０８９万２千円で歳入全体の３７．６％、国庫支出金が１８億７，９６１万９千

円で歳入全体の１１．３％、県支出金が１１億５，３７６万５千円で歳入全体の６．９％、市

債が２１億３８０万円で歳入全体の１２．６％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億８，４９８万３千円、児童福祉費関係が４

億３，１９５万８千円、障がい者福祉費関係が３億３，７０２万５千円のほか、道路橋梁費補

助金が１億３，０３４万１千円、経済対策臨時福祉給付費補助金が１億１，３８１万円、学校

施設環境改善交付金が１億９９万８千円です。また、臨時福祉給付費補助金が４，８２３万円

減ったものの、学校施設環境改善交付金が１億９９万８千円増えたほか、地域型保育給付費負

担金が１，５３６万３千円、公園費補助金が１，５０６万６千円、生活保護費負担金が１，４

７６万６千円増えたことなどにより、前年度比９，７１５万１千円（５．５％）の増となりま

した。

県支出金の主なものは、障がい者福祉費や福祉医療費などの社会福祉費関係が４億１，３４

９万３千円、あきた未来づくり交付金が１億８，６００万円、児童福祉費関係が１億４，０５

１万８千円のほか、多面的機能支払交付金が９，８３７万３千円です。また、地域密着型サー

ビス施設等整備事業費補助金が１億２，３８３万円、介護施設開設準備経費等支援事業費補助

金が１，８００万９千円減ったものの、あきた未来づくり交付金が１億７，２００万円増えた

ほか、農業基盤整備促進事業補助金が４，０２３万３千円、水産業競争力強化施設整備緊急対

策事業費補助金が１，４６１万８千円増えたことなどにより、前年度比１億７５７万円（１

０．３％）の増となりました。

市債の主なものは、幼保一体施設整備事業債が５億２，１００万円、中学校整備事業債が４

億５，８６０万円、臨時財政対策債が４億２，５６０万円、防災・健康拠点施設整備事業債が

３億５，８００万円で、前年度比４億２，４００万円（２５．２％）の増となりました。

歳出の主なものは、人件費が２６億８，６４６万６千円、扶助費が２７億２，５５８万６千

円、公債費が１８億３，００３万８千円、これら義務的経費の合計が７２億４，２０９万円

で、前年度比８，１００万８千円（１．１％）の減となりました。投資的経費は２８億６，０

８９万６千円で主なものは、天王南中学校大規模改修事業が５億９，７２１万５千円、防災・

健康拠点施設整備事業が５億７，５３８万８千円、昭和こども園整備事業が５億６，８３５万

９千円、道路新設改良事業が２億７，００９万９千円で、前年度比７億３，９３９万８千円

（３４．９％）の増となりました。
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（１）平成２９年度一般会計の決算状況

イ．総括
（単位：千円）

区 分 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 増 減 額

予 算 現 額 16,620,299 17,137,012 △ 516,713

歳 入 決 算 額 16,682,679 16,317,328 365,351

歳 出 決 算 額 16,059,075 15,605,897 453,178

歳 入 歳 出 差 引 額 623,604 711,431 △ 87,827

実 質 収 支 額 621,515 654,513 △ 32,998

単 年 度 収 支 額 △ 32,998 △ 187,524 154,526

ロ．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,644,929 2,597,565 47,364 1.8

地 方 交 付 税 6,270,892 6,353,963 △ 83,071 △ 1.3

国 庫 支 出 金 1,879,619 1,782,468 97,151 5.5

県 支 出 金 1,153,765 1,046,195 107,570 10.3

繰 越 金 711,431 923,767 △ 212,336 △ 23.0

市 債 2,103,800 1,679,800 424,000 25.2

歳 入 計 16,682,679 16,317,328 365,351 2.2

ハ．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,686,466 2,872,572 △ 186,106 △ 6.5

扶 助 費 2,725,586 2,737,089 △ 11,503 △ 0.4

公 債 費 1,830,038 1,713,437 116,601 6.8

投 資 的 経 費 2,860,896 2,121,498 739,398 34.9

歳 出 計 16,059,075 15,605,897 453,178 2.9

歳入総額は 16,682,679千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 16,059,075千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

平 成 29 年 度 2,630,734 234,036 2,864,770

平 成 28 年 度 2,581,017 274,686 2,855,703

前 年 度 対 比 49,717 △ 40,650 9,067

平 成 29 年 度 2,588,788 56,141 2,644,929

平 成 28 年 度 2,534,080 63,485 2,597,565

前 年 度 対 比 54,708 △ 7,344 47,364

平 成 29 年 度 98.4 24.0 92.3

平 成 28 年 度 98.2 23.1 91.0

前 年 度 対 比 0.2 0.9 1.3

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
納
率

収納率は前年度と比較して、現年度分では０．２ポイントの増、滞納繰越分で

は０．９ポイントの増、市税全体では１．３ポイントの増となっています。

収納率が前年度を上回った要因としては、景気の緩やかな回復基調が続いてい

るほか、住民税特別徴収の推進、債権差押を中心とした滞納処分の強化などが挙

げられます。

納税の秩序を維持し税の公平性を貫くため、今後も滞納整理を適切に行い、収

納率の向上に努めていきます。

なお、本年度の不納欠損処理は１，３５９万４，７５８円、滞納処分の執行停

止額は１，１２１万３，７１０円でした。
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（３）主要施策の状況

主な投資的経費は次のとおりです。

防災・健康拠点施設整備事業を平成２８年度から３カ年の事業により、本年度５億７，５３

８万８千円で実施しました。防災・健康拠点施設と防災備蓄倉庫を整備しました。

昭和こども園整備事業を平成２８年度から２カ年の事業により、本年度５億６，８３５万９

千円、総額５億７，５３７万９千円で実施しました。旧昭和庁舎を昭和地区３保育園を統合し

た昭和こども園として整備をし、平成３０年４月１日に開園しました。

市道の整備では、大豊小学校線改良事業１億１，４９６万円、馬踏川大橋補修事業５，８７

８万２千円、干拓２号橋補修事業１，３２２万７千円、塩口２号橋補修事業１，２７８万７千

円など、総額２億７，００９万９千円で実施しました。大豊小学校線改良事業は平成２５年度

から整備を行い、橋梁本体が完成しました。

天王南中学校大規模改修事業を５億９，７２１万５千円で実施し、校舎と体育館の改修を行

い、生徒の安全・安心な学習環境を整備しました。また、小学校６校に防犯カメラ設置工事１

１０万２千円を実施し、不審者対策等を強化しました。

災害復旧事業費は１，７８３万９千円で、平成２９年４月１８日の強風や７月２２日の大雨

などにより、災害復旧工事等を実施しました。

主なソフト事業は次のとおりです。

自治基本条例施行５周年記念事業を４８万８千円で実施しました。市民の市政参画と協働に

よるまちづくりを目指すため、「カフェ型ワークショップと講話」を開催し、市民のまちづく

りへの参画意識の向上を図りました。

ねんりんピック事業を６５１万７千円で実施しました。９月９日から１１日にかけて「第３

０回全国健康福祉祭あきた大会ねんりんピック秋田２０１７」が開催され、ペタンク交流大会

が行われました。大会には全国各地から選手や大会関係者などが訪れ、大いに盛り上がった３

日間となりました。

宮崎県都城市との子ども交流事業を１９６万９千円で実施しました。石川理紀之助翁による

都城市山田地区での農業指導が縁で始まった学校間の相互交流事業で、市内６小学校の６年生

２４人が訪問し、地元の方から石川翁にまつわるお話を伺い、小・中学生と交流を行いまし

た。自分の生まれ育った地域への愛情や誇りを育み、地域社会の一員としてまちづくりにかか

わる人材の育成を図りました。

除排雪に要した費用は１億７，１４０万４千円で、４年ぶりの大雪に見舞われた前年度と比

べ１億５，６２５万８千円の減となりました。

民間資金の市債１件、１億１，７００万円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額２７４万

６千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２９年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は４５億２，８９３万５千円で、その

後補正減額され最終予算額は４４億７，８０４万５千円となりました。

歳入決算額は４５億３１７万４千円、歳出決算額は４０億６，０５８万２千円、実質収支

額は４億４，２５９万２千円となりました。

歳入の主なものは、国民健康保険税が５億９，２８０万円で歳入全体の１３．２％、国庫

支出金が８億３，０８１万２千円で歳入全体の１８．４％、前期高齢者交付金が１２億５，

２６８万１千円で歳入全体の２７．８％、共同事業交付金が８億６，７８９万７千円で歳入

全体の１９．３％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が２４億６，０６９万４千円で、一般被保険者分が２３億

７，０６７万４千円、退職被保険者等分が７，３０３万２千円となりました。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児一時

金５４６万円を、死亡に際しては葬祭費３７２万円を支給しました。

保健事業費では、８８６万１千円のうち人間ドックを１６３人分、６０４万３千円で実施

し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努めまし

た。

また、後期高齢者支援金等が４億４４５万７千円、介護納付金が１億５，６５５万８千

円、共同事業拠出金が８億６，１３１万３千円となりました。

加入者及び医療費の状況は、対前年度比で世帯数が８２世帯の減、被保険者数が２６８人

の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３８９,４０３円で対

前年度比３,０２９円の増、退職被保険者等分が６６１,４０８円で対前年度比３６,６０４

円の減となりました。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護等

療養費は整骨院・補装具等

平成28年度 159,331,298 513,545 159,844,843 698,012

前年度対比 △ 75,637,142 △ 208,907 △ 75,846,049 △ 36,604

区 分
療養給付費
費 用 額

療 養 費
費 用 額

総医療費
一人当たり
医 療 費

平成29年度 83,694,156 304,638 83,998,794 661,408

平成28年度 2,860,233,896 21,727,989 2,881,961,885 386,374

前年度対比 △ 42,008,210 △ 35,704 △ 42,043,914 3,029

一人当たり
医 療 費

平成29年度 2,818,225,686 21,692,285 2,839,917,971 389,403

前年度対比 5,022,679 3,130 3,170

区 分
療養給付費
費 用 額

療 養 費
費 用 額

総医療費

平成29年度 535,642,130 116,850 72,189

平成28年度 530,619,451 113,720 69,019

区 分 収入額
一世帯当たり
金 額

被保険者一人
当たり金額

平成28年度 7,459 229 7,688

前年度対比 △ 166 △ 102 △ 268

区 分
一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

平成29年度 7,293 127 7,420

平成28年度 4,487 67 112 4,666

前年度対比 △ 9 △ 24 △ 49 △ 82

区 分
一般被保険
者単独世帯

混合世帯
退職被保険
者単独世帯

合 計

平成29年度 4,478 43 63 4,584
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３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況 （単位：人、％）

平成29年度 33,212 5,270 15.9

平成28年度 33,486 5,173 15.4

前年度対比 △ 274 97 0.5

※ 人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況 （単位：円、％）

収 納 率

総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成29年度 185,085,870 48,563,070 136,522,800 181,363,100 44,595,300 91.8

平成28年度 170,432,370 47,718,170 122,714,200 165,884,200 42,819,300 89.7

前年度対比 14,653,500 844,900 13,808,600 15,478,900 1,776,000 2.1

平成２９年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億８，８９９万１千円で、その後補正増額

され最終予算額は３億３２１万２千円となりました。

歳入決算額は３億４１０万６千円、歳出決算額は３億２１３万８千円、実質収支額は１９６万８

千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億８，１３６万３千円で歳入全体の５９．６％、

一般会計繰入金が１億２，０５４万７千円で歳入全体の３９．６％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が２億８，０７４万８千円で歳出全体の

９２．９％となりました。

対象者の状況は、被保険者数が５,２７０人で対前年度比９７人の増となりました。

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率
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４．介護保険事業特別会計

平成２９年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が３９億６，０６３万円

で、その後補正増額され最終予算額は４２億４，８４０万５千円となりました。

歳入決算額は４０億７，１３１万３千円、歳出決算額は３８億７，２６８万円、実質収支

額は１億９，８６３万３千円となりました。

歳入の主なものは、保険料が７億５，５５９万８千円で歳入全体の１８．６％、国庫支出

金が９億２，９７３万３千円で歳入全体の２２．８％、支払基金交付金が９億７，３９４万

１千円で歳入全体の２３．９％、県支出金が５億１，２７８万７千円で歳入全体の１２．

６％、繰入金が６億２，３９７万３千円で歳入全体の１５．４％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が３４億１，８６８万３千円で歳出全体の８８．３％、地

域支援事業費が９，９２０万８千円で歳出全体の２．６％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が３０億３，０３６万４千円で保険給付費全体

の８８．６％、介護予防サービス等諸費が４，２６０万円で保険給付費全体の１．２％、低

所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費が２億４，６７９万２千

円で保険給付費全体の７．２％となりました。

地域支援事業費の内訳は、介護予防・生活支援サービス事業費が５，７５７万６千円、包

括的支援事業・任意事業費が３，７１９万円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は６１８万２千円で、その後補正増額され最終

予算額は７３４万２千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額はそれぞれ６９９万１千円となりました。

歳入は、介護予防サービス計画費収入で、歳出は保険事業勘定への繰出金です。

要介護（要支援）認定者数は１，９４６人で対前年度比７１人の減となりました。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総 数 内認定者数 総 数 内認定者数 総 数 内認定者数

平成29年度 10,740 1,898 11,341 48 22,081 1,946

平成28年度 10,521 1,967 11,535 50 22,056 2,017

前年度対比 219 △ 69 △ 194 △ 2 25 △ 71

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収

平成29年度 761,938 68,468 693,470 752,220 58,181 85.0

平成28年度 738,404 67,588 670,816 727,469 56,488 83.6

前年度対比 23,534 880 22,654 24,751 1,693 1.4

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総 数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成29年度 12,744 2,556 4,075 1,896 2,179 0 19,375

平成28年度 13,666 2,191 4,081 1,957 2,125 0 19,938

前年度対比 △ 922 365 △ 6 △ 61 54 0 △ 563

（４）介護サービスの利用状況 （単位：千円）

区 分 居宅介護
(訪問・通所ほか)

地域密着型
(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合 計
受給者一人
当たり給付費

平成29年度 1,500,254 513,199 1,059,511 246,792 98,927 3,418,683 268

平成28年度 1,512,550 434,361 1,051,721 244,472 94,291 3,337,395 244

前年度対比 △ 12,296 78,838 7,790 2,320 4,636 81,288 24

イ．居宅介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合 計
受給者一人
当たり給付費

平成29年度 122,002 348,414 779,462 250,376 1,500,254 118

平成28年度 132,895 381,271 742,888 255,496 1,512,550 111

前年度対比 △ 10,893 △ 32,857 36,574 △ 5,120 △ 12,296 7

ロ．地域密着型介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合 計
受給者一人
当たり給付費

平成29年度 197,661 237,178 43,228 35,132 513,199 201

平成28年度 191,265 166,193 41,925 34,978 434,361 198

前年度対比 6,396 70,985 1,303 154 78,838 3

ハ．施設介護サービス給付費 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合 計
受給者一人
当たり給付費

平成29年度 479,214 580,297 0 1,059,511 260

平成28年度 492,370 559,351 0 1,051,721 258

前年度対比 △ 13,156 20,946 0 7,790 2

区 分

区 分

区 分

合 計

第1号被保険者 第2号被保険者 合 計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

施設介護サービス

調 定

居宅介護
サービス

地域密着型
介護サービス
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５．農業集落排水事業特別会計

（１）農業集落排水整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成29年度 9,772 54 54 100.0

平成28年度 9,773 54 54 100.0

前年度対比 △ 1 0 0 0

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成29年度 33,026 1,530 921 2.8

平成28年度 33,309 1,530 943 2.8

前年度対比 △ 283 0 △ 22 0

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成29年度 700 76.0 17

平成28年度 697 73.9 17

前年度対比 3 2.1 0

平成２９年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億３，０１５万６千円で、その後

補正減額され最終予算額は１億２，９２４万９千円となりました。

歳入決算額は１億１，４６０万３千円、歳出決算額は９，８４０万円、歳入歳出差引額は

１，６２０万３千円で、平成３０年度への繰越財源１，１０４万３千円を差し引いた実質収

支額は５１６万円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が１，０２４万１千円で歳入全体の８．

９％、一般会計繰入金が９，３３５万１千円で歳入全体の８１．５％となりました。

歳出の主なものは、農業集落排水費が２，３０２万２千円で、農業集落排水施設の保守管

理を行いました。

供用開始面積は５４ha、農業集落排水加入戸数は２２７戸となっています。

区 分

区 分

区 分
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６．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成29年度 9,772 1,590 1,247 78.4

平成28年度 9,773 1,590 1,242 78.1

前年度対比 △ 1 0 5 0.3

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成29年度 33,026 29,520 30,867 93.5

平成28年度 33,309 29,520 31,456 94.4

前年度対比 △ 283 0 △ 589 △ 0.9

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成29年度 26,948 87.3 248

平成28年度 26,831 85.3 227

前年度対比 117 2.0 21

区 分

区 分

区 分

平成２９年度下水道事業特別会計当初予算額は１２億２，０１３万３千円で、その後補

正減額及び繰越財源充当され最終予算額は１２億２，８２５万３千円となりました。

歳入決算額は１２億３，３６３万４千円、歳出決算額は１１億８，４８０万８千円、歳

入歳出差引額は４，８８２万６千円で、平成３０年度への繰越財源４万８千円を差し引い

た実質収支額は４，８７７万８千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が４億４，７８１万６千円で歳入全体の３６．３％、

一般会計繰入金が４億６，１３０万７千円で歳入全体の３７．４％、下水道債が２億１，

６３０万円で歳入全体の１７．５％となりました。

歳出の主なものは、下水道未普及地域の解消を図るため、公共下水道事業として飯塚地

区管渠布設工事１７２万５千円、特定環境保全公共下水道事業として蒲沼地区管渠布設工

事５，８８７万３千円、蓮沼地区管渠布設及びマンホールポンプ設置工事３，３１３万円

を実施しました。

供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で１，２４７ha、下水道

加入戸数は９，００５戸となっています。
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７．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成29年度 33,026 373 233 0.7

平成28年度 33,309 373 225 0.7

前年度対比 △ 283 0 8 0

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成29年度 233 100.0

平成28年度 225 100.0

前年度対比 8 0

区 分

区 分

平成２９年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は８２５万１千円で、その後補正

減額され最終予算額は８１２万８千円となりました。

歳入決算額は９３３万７千円、歳出決算額は７６７万９千円、実質収支額は１６５万８

千円となりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２９７万円で歳入全体の３１．８％、

一般会計繰入金が４８３万４千円で歳入全体の５１．８％となりました。

歳出の主なものは、合併処理浄化槽事業費が５６１万５千円で、合併処理浄化槽の保守

管理を行いました。

合併処理浄化槽設置戸数は８８戸となっています。
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８．豊川財産区特別会計

９．下虻川財産区特別会計

１０．和田妹川財産区特別会計

１１．飯塚財産区特別会計

平成２９年度飯塚財産区特別会計当初予算額は８０万１千円で、その後補正増額され最

終予算額は１１３万３千円となりました。

歳入決算額は１１３万１千円、歳出決算額は７１万２千円、実質収支額は４１万９千円

となりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５３万５千円、繰越金が３３万３千円となり

ました。

歳出の主なものは、財産管理費が２６万７千円、財政調整基金積立金が３３万３千円と

なりました。

平成２９年度豊川財産区特別会計当初予算額は３８万３千円で、その後補正増額され最

終予算額は４００万８千円となりました。

歳入決算額は３９９万４千円、歳出決算額は３７９万９千円、実質収支額は１９万５千

円となりました。

歳入の主なものは、立木売払収入が１８７万８千円、立木補償金が６７万１千円、財政

調整基金繰入金が３７万３千円、繰越金が１００万１千円となりました。

歳出は、一般管理費が１７万２千円、財政調整基金積立金が３６２万６千円となりまし

た。

平成２９年度下虻川財産区特別会計当初予算額は５４万円で、その後補正増額され最終

予算額は８１万円となりました。

歳入決算額は１０４万７千円、歳出決算額は５３万７千円、実質収支額は５１万円とな

りました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５３万５千円、繰越金が２７万２千円となり

ました。

歳出の主なものは、財産管理費が１８万６千円、財政調整基金積立金が２７万１千円と

なりました。

平成２９年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は６２万４千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１１０万４千円となりました。

歳入決算額は１１０万１千円、歳出決算額は６１万４千円、実質収支額は４８万７千円

となりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が４３万９千円、繰越金が４８万１千円となり

ました。

歳出の主なものは、財産管理費が７万３千円、財政調整基金積立金が４８万１千円とな

りました。
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１２．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

本年度末における給水戸数は10,777戸、給水人口は25,822人で、前年度末と比較して

給水戸数は81戸増加し、給水人口は297人減少しました。普及率は78.9％となりました。

年間総配水量は3,265,503㎥となり、一日最大配水量は10,414㎥、施設能力12,013㎥に対

する最大稼働率は、86.7％でした。

年間有収水量は2,519,978㎥で、有収率は77.2％となり前年度に比較して5.3ポイント

減少しております。

本年度の水道事業収益は611,540,533円、経常費用は589,105,394円、特別利益0円、特

別損失378,637円で22,056,502円の純利益が生じました。

また、資本的収支については収入額41,925,067円、支出額320,548,741円（消費税込）

で、資本的収支の不足額278,623,674円は、過年度損益勘定留保資金76,979,374円、当年

度損益勘定留保資金201,644,300円で補てんしました。

建設工事は、新中継ポンプ場整備事業として送水管布設工事と、二田地区配水管布設

工事を実施しました。

また、新中継ポンプ場の用地買収と、新水源地の揚水試験を行っております。

保存工事として、鶴沼台浄水場、出戸浄水場の浄水場設備の更新工事、金山送水ポン

プ場の送水ポンプ更新工事を実施しました。

なお、受託工事の豊川地区河川工事に伴う配水管・橋梁添架工事は、道路工事の遅延

のため建設改良費11,437,000円を平成30年度に繰り越ししています。

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な

ど効率的な事業経営に努めてまいります。
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